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第5期久喜市障がい福祉計画

平成2 9 (2 0 1 7 ) 年 1 2月 に開催 さ れた
第 8 回埼玉県障害者アー ト 企画展

「 う ふ っ 〇埼玉で こ んなのみつ け ち ゃ っ たP」 出展作品
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グループホーム清 久 届藤 みや字 さ ん

第5期久喜市障がい福祉計画は、 障害者総合支援法に基づき、 18歳 以上の障がいの
ある方を対象とした計画です。
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1 障がい福祉計画の基本的 な考え 方

( 1 ) 障がい者等の 自 己決定の尊重 と 意思決定の支援

共生社会を実現するために、障がい者等の自 己決定を尊重し、その意思決定の支援に

配慮するとともに、障がい者等が障害福祉サービスなどの必要な支援を受けながら、本

人が望む地域生活や社会生活を送ることができるよう、障害福祉サービスや相談支援、

地域生活支援事業等の提供体制の整備を進めます。

( 2 ) 障がい種別 に よ ら な い一元的な障害福祉サー ビス の実施等

障がいの種別によらず、必要な人が必要な支援を受けられるよう、障害福祉サービス

等を一元的に提供していきます。 また、発達障がい者、高次脳機能障がい者、難病患者

が障害者総合支援法に基づく給付の対象になっていることについて、一層の周知を図り

ます。

( 3 ) 施設 ・ 病院か ら地域生活への移行促進、 地域生活の継続のための支援、 就

労支援等の課題に対応 したサービス提供体制の整備

入所施設や精神科病院等から地域生活への移行の促進と、地域生活を継続するための

支援の充実を図るとともに、障がい者の就労や職場定着を支援するために、新設される

サービスを含めたサービス提供体制の整備と地域生活支援の拠点づくり、地域の社会資

源の活用等を図ります。

( 4 ) 共生社会の実現に 向 けた取 り 組み

共生社会の実現に向け、住民団体等による法律や制度に基づかない地域の支え合い活

動を支援し、地域住民が障がいのある人などを包み込む地域づくりに主体的に取り組む

ための仕組みづくりを推進します。 専門的な支援を必要としている人のために、各分野

の協働を通じた総合的な支援体制の構築に向けた取り組みを計画的に推進します。
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◆障害福祉サー ビス ・ 障がい児への福祉サー ビス等の体系
I 11 

久 喜 市
C 障害福祉サービス ） 

訪問系サー ビス

●居宅介護

●重度訪問介護

●同行援護

●行動援護

●重度障害者等包括支援

障害者総合支援法によ る

日 中活動系サー ビス等

●生活介護

● 自立訓練 （機能訓練 • 生活訓練）

●就労移行支援

●就労継続支援 ( A型 · B型）

●就労定着支援

●療養介護

●短期入所

一

� 

居住系サー ビス等

● 自立生活援助

●共同生活援助 （グループホーム）

●施設入所支援

障
が
い
者
• 

児

.
I

 
相談支援

●計画相談支援

●地域移行支援

●地域定着支援

自立支援医療

●更生医療

●育成医療

●精神通院医療 （実施主体は県）

（ 地域生活支援事業 ） 
障害者総合支援法によ る

●理解促進研修 ・ 啓発事業 ● 日常生活用具給付等事業

● 自発的活動支援事業 ●手話奉仕員養成研修事業

●相談支援事業 ●移動支援事業

●成年後見制度利用支援事業 ●地域活動支援センター事業

●成年後見制度法人後見支援事業

●意思疎通支援事業

●その他の 日常生活 ・ 社会生活支援

（障がい児への福祉サービス）
児童福祉法による

●児童発達支援

●医療型児童発達支援

●放課後等デイサー ビス

●保育所等訪問支援

●居宅訪問型児童発達支援

●障害児相談支援
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●専門性の高い相談支援 ●人材育成

●広域的な対応が必要な事業

●専門性の高い意思疎通支援を行 う者の養成 ・ 派遣

●意思疎通支援を行う者の広域的な連絡調整、 派遣調整等

●障害児入所支援

（福祉型、 医療型）

〗 ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． 
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2 成果 目 標 ・ 活動指標

地域生活への移行や就労支援といった課題に対応するため、 必要な障害福祉サービス

等の提供体制の確保に関して、 平成32 (2020)年度を目標年度とする4 つの目標

を本計画の成果目標として設定します。 また、 成果目標を達成するために必要なサービ

スの見込量等を活動指標として設定します。

(1) 福祉施設の入所者の地域生活への移行

国の基本指針では、 地域生活への移行を進 める観点から、 平成28 (2016)年度

末時点で福祉施設に入所している障がい者 （施設入所者） のうち、 今後、 自立訓練事業

等を利用し、 グループホーム、 一 般住宅等に移行する人の数を見込み、 その上で、 平成

32 (2020)年度末における地域生活に移行する人の目標値を設定することとされ

ています。

当該目標値の設定に当たって、 国は平成28 (2016)年度末時点の施設入所者数

の9 % 以上が地域生活へ移行することとするとともに、 これに合わせて平成32 年度

(2020)年度末の施設入所者数を平成28 (2016)年度末時点の施設入所者数

から2% 以上削減することとしています。

①平成 28 ( 2  0 1 6 ) 年度末時点の施設入所者数の 9 %以上が地域生活へ移行

平成 28 (201 6 ) 年度末時点の施設入所者数 1 3 5人

【成果 目 標】 1 3 人

平成 32 (2020) 年度末ま での地域生活への移行者数 （上記の約 9 %)

◆考え方 ： 国の基本指針に基づき、 設定します。

②平成 28 ( 2  0 1 6 ) 年度末時点の施設入所者数から 2 %以上削減

平成 28 (201 6 ) 年度末時点の施設入所者数 1 3 5人

【成果 目 標】

平成 32 (2020) 年度末の施設入所者数

◆考え方 ： 埼玉県では福祉施設への待機者が年々 増加している状況にあり、 施設入所者

の削減数の数値目標は設定していないことから、 本市でも設定しないことと

します。
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● 活動指標

• 生活介護の利用者数、 利用 日数

・自立訓練 （機能訓練 • 生活訓練） の利用者数、 利用H数

・就労移行支援の利用者数、 利用 日数

・就労継続支援 (A型 · B 型） の利用者数、 利用 日数

・短期入所 （福祉型、 医療型） の利用者数、 利用 日数

・共同生活援助の利用者数

・地域相談支援 （地域移行支援、 地域定着支援） の利用者数

・施設入所支援の利用者数

(2) 精神障がいにも対応 した地域包括ケアシステムの構築

国の基本指針では、 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ ムの構築を目指す新

たな政策理念を踏まえ、 市町村ごとの保健、 医療、 福祉関係者による協議の場の設置状

況に関する目標値を設定することとされています。

①保健、 医療、 福祉関係者による協議の場の設置

【成果 目 標】

平成 32 (2020) 年度末の保健、 医療、 福祉関係者に

よ る 協議の場の設置

設置 に 向 け て 検討

◆考え方 ： 平成32 (2020)年度末までに、 本市の実情に応じた協議の場の設置に

向けて検討します。

● 活動指標

・自立訓練 （生活訓練） の利用者数、 利用 日数

・就労移行支援の利用者数、 利用 日数

・就労継続支援 (A型 · B 型） の利用者数、 利用 日数

・短期入所 （福祉型、 医療型） の利用者数、 利用 日数

・共同生活援助の利用者数

・地域相談支援 （地域移行支援、 地域定着支援） の利用者数

第
2
部
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( 3 ) 地域生活支援拠点等の整備

国の基本指針では、 地域生活支援拠 点 等 （面 的な体制も含む） について、 平成32 

(2020)年度末までに各市町村又は各圏 域に少なくとも一つを整備することとされて

います。

①地域生活支援拠点等の整備

【成果 目 標】

平成 32 (2020) 年度末の地域生活支援拠点整備数
整備 に 向 け て 検討

◆ 考え方 ： 平成32 (2020)年度末までに、 国が示す地域生活支援拠 点の整備手法

である※多機能拠 点 整備型や※面的整備型を含 め、本市の実情に応じた拠点等

の整備に向けて検討します。

※多機能拠 点 整備型 ： グループホームや入所施設等に複数の機能を付加する手法

※面的整備型 ： 既存の事業所等に機能を分担する手法

( 4 ) 福祉施設か ら一般就労への移行等

国の基本指針では、 福祉施設の利用者のうち、 就労移行支援事業等 （生活介護、 自立

訓練、 就労移行支援、 就労継続支援） を通じて、 平成32 (2020)年度中に一般就

労に移行する人の目標値を、 平成28 (2016)年度の一般就労への移行実績の1 . 

5倍 以上とすることとされています。

また、 この目標値を達成するため、 就労移行支援事業の利用者数及び事業所ごとの就

労移行率に係る目標値を設定することとし、 就労移行支援事業の利用者数については、

平成32 (2020)年度末における利用者数が平成28 (2016)年度末における

利用者数の2割 以上増加すること、 事業所ごとの就労移行率については、 就労移行支援

事業所のうち、 就労移行率が3 割 以上の事業所を全体の5割 以上とすることを目指すも

のとされています。

さらに、 障がい者の一般就労への定着も重 要であることから、 就労定着支援事業によ

る支援を閲始した時点から1年後の職場定着率に係る目標値を設定することとし、 当該

目標値の設定にあたっては、 就労定着支援事業による支援を開始した時点から1年後の

職場定着率を8割 以上とすることとしています。

①一般就労への移行者数

平成 28 (201 6 ) 年度の一般就労への移行実績 6 人

【成果 目 標】 9 人

平成 32 (2020) 年度の一般就労への移行者数 （上記の約1. 5倍）

◆ 考え方 ： 国の基本指針に基づき、 設定します。

90 



②就労移行支援事業の利用者数

平成 28 (201 6 ) 年度末における就労移行支援事業の
3 1 人

利用者数

【成果目標】
3 8 人

平成 32 (2020) 年度末における就労移行支援事業の
（上記よ り約2割増加）

利用者数

◆考え方： 国の基本指針に基づき、設定します。

③利用者の就労移行率が 3 割を超える就労移行支援事業所の割合

【成果目標】

就労移行率が3割以上の就労移行支援事業所
1 箇所

◆考え方 ： 国の基本指針に基づき、設定します（市内事業所が1箇所のため、当該事業

所の達成を目標として設定）。

④就労定着支援による支援開始 1 年後の職場定着率

【成果目標】

就労定着支援事業による支援を開始 した時点から

1 年後の職場定着率

◆考え方 ： 国の基本指針に基づき、設定します。

8 割

●活動指標

・就労移行支援の利用者、利用H数

・就労移行支援事業等から一般就労への移行者数（就労移行支援、就労継続支援A型、

就労継続支援B型） 第
2
部
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3 障害福祉サー ビスの見込量と見込量確保のた めの方策

(1) 訪問系サー ビス

サー ビ ス 名 サー ビ ス の 内 容 利用 対象者

自 宅 で の入浴や排せ つ 、 食事の介護な ど を 行 い ま

す 。

居宅介護
・ 身体介護 （食事、 排せつ 、 入浴な ど）

在宅障がい者 ・ 児
・ 家事援助 （食事の準備、 掃除、 洗濯、 買 い物 な ど）

・ 通院等介助 （身体介護有 り ・ 身体介護無 し ）

・ 通院等乗降介助

重度の肢体不 自 由者又は重度の知 的障がい、精神障

重度訪問介護
がいに よ り 、 行動上著 し い困難 を有す る 障がい者で 区 分 4 以上 で一定 の 条件 を 満

あ っ て 、 常 に介護が必要な方 に 、 入浴、 排せつ 、 食 たす方

事等の介助や外出 時の移動の補助 を し ます。

外 出 時 に お け る 支援 を 行 い ま す 。
・ 移動時及 びそれに伴 う 外 出 先 に お い て 、 必要な

同 行援護
移動の援護及 び視覚的情報の支援 （代筆 ・ 代読 視覚障が い に よ り 、 移動 に 著 し

を含む） い困難 を有す る 方
・ 排せつ ・ 食事等の介護その他外 出 す る 際に必要

と な る 援助

自 己判 断等が制 限 さ れて い る 方が行動す る と き に 区 分 3 以上 で一定 の 要件 を 満

行動援護 必要な外 出 支援 を 行 い ま す （危険回 避や社会 的 に たす知 的障がい者 ・ 児 、 精神障

問題の あ る 行為の制止、 発作への対応等 を含む） 。 がい者 ・ 児

区分 6 で 、 意思の疎通 に 著 し い

困 難 を伴 う 方で あ っ て 、 以下 の

いずれかの条件 を満たす方

①四 肢全て に麻
ま

痺
ひ

があ り 、 寝 た

常 に 介護が必要な方の 中 で も 、 介護の必要性が著 き り 状態 で （ ア ） 人 工 呼 吸

重 度 障 害 者 し く 高 い方 に 、 居宅介護な どの 障害福祉サー ビス 器 に よ る 呼 吸 管 理 を 行 な っ

等包括支援 を包括的 に 行 い ま す （ 家事援助 や入浴、 排せ つ 、 て い る 身体障が い者 ・ 児 、

食事な どの介助や外 出 時の移動の援助等 を含む） 。 （ イ ） 最 重 度 知 的 障 が い

者 ・ 児

② 8 0 項 目 の 認 定 調 査 の 行 動

関連項 目 等 ( 1 2 項 目 ） の合

計点数が 1 0 点 以上 の 方
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◆第4期の実績 人 ： 「月 間 の利用者数」

平成 27 年度 平成 28 年度 ※平成 29 年度
(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利 用 時間
4 , 9 3 6 時間 5 , 6 5 3 時間 5 , 6 0 1 時間

（時間／月 ）

利用者数
2 1 3 人 2 2 5 人 2 3 4 人

（人／ 月 ）
※ 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年度実績は、 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年 1 2 月 現在の 実績か ら 年度全体の実績 を

推計 し て い ま す。 以降のペー ジ も 同様 に推計値 を掲載 し て い ま す。

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利 用 時間
5 , 9 1 3 時間 6 , 2 4 3 時間 6 , 5 9 1 時間

（時間／月 ）

利用者数
2 4 2 人 2 5 1 人 2 6 0 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

訪間系サービス（居宅介護、重度訪間介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括

支援）については、利用者数が増加しており、今後も
一定の需要が見込まれることから、

利用時間数、利用者数ともに、平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年度実績に第 4期計画期間におけ

る平均的な伸び率を乗じて見込みます。

◆見込量確保のための方策

訪間系サービスについては、今後増加するサービス利用量に対応するため、引き続き

サービス提供事業所等への情報提供や連携を図り、安定的で質の高いサ
ービスが提供で

きるように努めます。

また、 サービス提供事業者の参入促進や、 ホームヘルパーの人材確保・質の向上に努

めます。

第
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(2) 日 中活動系サー ビス

①生活介護

サ ビ ス 名 サー ビスの内 容 利 用 対象者

常 に 介護が必要 な 方 に 、 施設で入浴や排せ
区分 3 以上 ( 5 0 歳 以上 は 区

分 2 以上） で地域や入所施設
生活介護 つ 、 食事の介護や創作活動等の機会 を提供 し

に お いて 、 安定 し た 生活 を 営
ま す 。

むた め に 、 常時介護が必要な方

◆第 4 期の実績 人 日 ： 「月 間の利用者数」 x 「 1 人 1 月 あた り の平均利用 日数」

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日数
6 ,  0 2 4人日 6 ,  1 7 9 人日 6 ,  2 6 5 人日

（人 日／月 ）

利用者数
3 0 3 人 3 1 1 人 3 1 4人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日数
7 ,  4 8 0人日 8 , 0 7 4人日 8 , 4 4 8 人日

（人 日／月 ）

利用者数
3 4 0人 3 6 7 人 3 8 4 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

生活介護の利用者数については、第4期計画期間の実績や特別支援学校卒業生の希望、

事業所開設の状況等を勘案 し て、 利用者数を見込みます。

利用 日数は利用者数に平均利用 日数 （標準22 日） を乗じて見込みます。

◆見込量確保のための方策

常に介護を必要とする障がいのある人に、 ニーズに応じた日中活動の場の確保ができ

るよう、 障がい者支援施設等に対 し て、 必要な情報を提供 し ていくとともに、 新たなサ
ービス事業者の参入促進を図り、 増加するサービス利用量の確保に努めます。
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②自立訓練 （機能訓練）

サー ビ ス 名 サー ビス の 内 容 利用 対象者

入所施設 ・ 病院 を 退所、 退院

自 立訓練 （機能訓練）
身体 に 障がいの あ る 方が、 体 を う ま く 動かす し た 方 等 で 地 域 生 活へ の 移

こ と がで き る よ う 、 訓練 を 行 い ま す 。 行 を 図 る 上 で 支 援 が 必 要 な

身体障が い者

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
6 人 日 5 人 日 2 0 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
1 人 1 人 1 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
2 2 人 日 2 2 人 日 2 2 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
1 人 1 人 1 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

自 立訓練 （機能訓練） に つ い て は 、 利用者 の極端な増減が な い た め 、 平成 2 9 ( 2  0 

1 7 ) 年度 時点 の利用者数で見込み ま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 （標準 2 2 日 ） を乗 じ て 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

今後 も サー ビス を 必要 と す る 人やサー ビ ス 提供事業所の状況の把握 に 努 め る と と も に 、

引 き 続 き 施設等 の情報収集等 に努め ま す。

ま た 、 市 内 に お い て 、 サー ビ ス の提供が確保 で き る よ う 、 民 間 事業者等 と の連携 ・ 協

力 を 図 り ま す。
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③自立訓練 （生活訓練）

サ ビ ス 名 サー ビス の 内 容 利用 対象者

入所施設 ・ 病院 を 退所、 退院
障がいの あ る 方が、 地域 で の 生活 に 困 ら な い

し た 方 等 で 地 域 生 活へ の 移
自 立訓練 （生活訓練） よ う 、 自 分で 身 の 回 り の こ と を す る 訓練 を 行

行 を 図 る 上 で 支 援 が 必 要 な
い ま す 。

知 的 ・ 精神 障がい者

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
1 2 6 人 日 1 6 2 人 日 1 6 3 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
7 人 1 0 人 9 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
3 5 2 人 日 5 0 6 人 日 6 6 0 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
1 6 人 2 3 人 3 0 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

自 立訓練 （生活訓練） に つ い て は、 事業所の 開設状況 な ど を 勘案 し て 、 利用者数 を 見

込み ま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 （標準 2 2 日 ） を乗 じ て 見込みま す。

◆ 見込量確保のための方策

今後 も サー ビス を 必要 と す る 人やサー ビ ス 提供事業所の状況の把握 に 努 め る と と も に 、

引 き 続 き 施設等 の情報収集等 に努め ま す。

ま た 、 市 内 に お い て 、 サー ビ ス の提供が確保 で き る よ う 、 民 間 事業者等 と の連携 ・ 協

力 を 図 り ま す。
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④就労移行支援

サ ビス名 サ ビスの内容 利用対象者

就労移行支援
一般企業等への就労を希望する方に、 一定期

就労 を希望す る 6 5 歳 未 満

間、 就労に必要な訓練を行います。
の方で、 企業等に雇用が可能

と認め られる方

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
5 5 1 人 日 6 5 7 人 日 8 5 7 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利用者数
3 1 人 3 1 人 4 8 人

（人／ 月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
1 , 1 6 6 人 日 1 , 2 7 6 人 日 1 , 3 8 6 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利用者数
5 3 人 5 8 人 6 3 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

就労移行支援については、利用者数が増加しており、今後も
一定の需要が見込まれる

ことから、 第4期計画期間の実績を考慮して見込みます。

利用日数は利用者数に平均利用日数（標準 2 2 日）を乗じて見込みます。

◆見込量確保のための方策

障がい者就労支援センターや公共職業安定所等の関係機関と連携して、就労先の確保

や職場定着の支援に努めます。

また、事業所の新規参入に向け、民間事業者に対する情報提供等を行います。
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⑤就労継続支援 (A型）

サ ビス 名 サ ビスの内 容 利用 対象者

就労継続支援 ( A 型）
雇用 契約等 に基づ き 、 就労に必要な知識や能

企 業 等 に 雇 用 さ れ る こ と が
困 難 な 6 5 歳 未 満 の 方 で 継

力 向 上 の た め に訓練 を 行 い ま す 。
続的 に就労が可能な方

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
2 2 9 人 日 6 0 6 人 日 8 6 9 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利用者数
1 3 人 2 0 人 4 4 人

（人／ 月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
1 ,  0 7 8 人 日 1 , 1 8 8 人 日 1 ,  2 9 8 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利用者数
4 9 人 5 4 人 5 9 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

就労継続支援 (A型） については、 利用者数が増加しており、 今後も一定の需 要が見

込まれることから、 第4期計画期間の実績を考慮して見 込みます。

利用 日数は利用者数に平均利用 日数 （標準22 日） を乗じて見 込みます。

◆見込量確保のための方策

障がい者就労支援センターや公共職業安定所等の関係機関と連携して、 就労先の確保

や職場定着の支援に努めます。

また、 事業所の新規参入に向け、 民間事業者に対する情報提供等を行います。
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⑥就労継続支援 (B型）

サ ビス名 サ ビスの内容 利用 対象者

就労継続支援 ( B 型）
生＿ 産活動 な どの機会の提供 、就労に必要な知

企 業 等へ の 雇 用 に 結 び つ か

識や能力 向 上 の た め の 訓練 を 行 い ま す 。
な い 方 や一定 年 齢 に 達 し て

い る 方

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
2 ,  4 3 2 人 日 2 ,  5 3 1 人 日 2 ,  7 5 4 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者 数
1 3 2 人 1 3 4 人 1 5 2 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
3 ,  4 1 0 人 日 3 ,  4 5 4 人 日 3 ,  4 9 8 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者 数
1 5 5 人 1 5 7 人 1 5 9 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

就労継続支援 ( B 型） に つ い て は 、 第 4 期 計画期 間 の 実績や事業所の 開設状況等 を 勘

案 し て 、 利用者数 を 見込みま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 （標準 2 2 日 ） を乗 じ て 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

障が い者就労支援セ ン ターや公共職業安定所等 の 関係機 関 と 連携 し て 、 就労先 の確保

や職場定着 の 支援 に努 め ま す。

ま た 、 事業所の新規参入 に 向 け 、 民 間 事業者 に対す る 情報提供等 を行い ま す。
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⑦就労定着支援

サー ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

就労に伴 う 生活面の課題に対応できる よ う 、 就労移行支援等の利用 を経

企業 ・ 自 宅等へ の訪問や障がい者の来所によ て一般就労へ 移行 し た障が

就労 定着支援 り 、 生活 リ ズム、 家計や体調の管理などに関 い者で、 就労に伴う環境変化

する課題解決に向けて 、 必要な連絡調整や指 に よ り 生活面の課題が生 じ

導 ・ 助言等の支援を行います。 ている方

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (20 1 9 年度） (2020 年度）

利用者数
2 人 4 人 6 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

就労定着支援は、 平成 3 0 ( 2 0 1 8 ) 年度か ら新たに開始されるサー ビスです。 福祉

施設か ら一般就労へ移行した障がい者数等を勘案 して、 利用者数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

障がい者就労支援セ ンターや公共職業安定所等の関係機関 と連携 して 、 就労先の確保や

職場定着の支援に努めます。

ま た 、 事業所の新規参入に向け、 民間事業者に対する情報提供等を行います。
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⑧療養介護

サー ビ ス 名 サー ビ ス の 内 容 利 用 対象者

区 分 5 以 上 で 筋 ジ ス ト ロ フ

医療 と 常 時介護 を 必要 と す る 方 に 、 長期 の 入 ィ ー患 者 若 し く は 重 度 心 身

療養介護 院 に よ り 、 医療機関 で機能訓練 、 療養上 の 管 障がい者、 又 は 区分 6 で A L

理、 看護、 介護 を 行 い ま す 。 s 患 者 等 気 管 切 開 を 伴 う 人

工呼吸器利 用 者

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
1 7 人 1 7 人 1 7 人

（人／ 月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
1 7 人 1 7 人 1 7 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

療養介護 に つ い て は 、 利用者 の極端 な 増減が な い た め 、 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年度 時

点 の利用者数で見込み ま す。

◆見込量確保のための方策

今後 も サー ビ ス を 必要 と す る 人やサー ビ ス 提供事業所の 状況把握 に 努 め る と と も に 、

引 き 続 き サー ビ ス 提供事業者 と 協議 し な が ら 適切 な対応 に努 め ま す。
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⑨短期入所 （福祉型）

サ ビ ス 名 サ ビス の 内 容 利用 対象者

身体障がい者 ・ 児
自 宅 で介護す る 方が病気の場合 な ど に 、 短期

知 的障がい者 ・ 児短期入所 （福祉 型）
間 、 障がい者支援施設等 に 入所で き ま す 。

精神障がい者 ・ 児

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
1 7 1 人 日 1 7 5 人 日 2 3 0 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
1 9 人 2 0 人 3 4 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
3 3 3 人 日 3 6 0 人 日 3 8 7 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
3 7 人 4 0 人 4 3 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

短期入所 （福祉型） に つ い て は 、 利用者数が増加 し て お り 、 今後 も一定の需要 が 見込

ま れ る こ と か ら 、 第 4 期 計画期 間 の 実績や事業所の 開設等 を 勘案 し て 、 利用者数 を 見込

み ま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 ( 9 日 ） を乗 じ て 見込みま す。

◆ 見込量確保のための方策

市 内 に お い て 短期入所の受 け入れ先 が確保で き る よ う 、 福祉施設や相 談支援機 関等 と

連携 し 、 提供事業者 の確保 の 取 り 組み に努 め ま す。

1 02 



⑩短期入所 （医療型）

サー ビス 名 サー ビス の 内 容 利用 対象者

自 宅 で介護す る 方が病気の場合 な ど に 、 短期

短期入所 （ 医療型） 間 、 病院 ・ 診療所 ・ 介護老人保健施設等 に入 重症心身障がい者 ・ 児

所で き ま す 。

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
1 1 人 日 1 7 人 日 3 7 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
3 人 3 人 5 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
4 5 人 日 4 5 人 日 4 5 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
5 人 5 人 5 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

短期入所 （ 医療型） に つ い て は 、 利用者 の極端な増減が な い た め 、 平成 2 9 ( 2 0 1  

7 ) 年度 時点の利用者数で見込み ま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 ( 9 日 ） を乗 じ て 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

医療的 ケ ア 等 の ニーズ に対 し た サー ビ ス が提供で き る よ う 、 病院等 の 関係機 関 と の連

携 を 図 り な が ら 、 必要量の確保 に努 め ま す。
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(3) 居住系サー ビス等

①自立生活援助

サー ビス名 サー ビスの内容

本人の意思を尊重 した地域生活を支援する

自立生活援助
ため、 一定の期間にわた り 、 定期的な巡回訪

問や随時の対応によ り 、 障がい者の理解力、

生活力等を補 う観点か ら支援を行います。

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度

(201 8 年度） (20 1 9 年度）

利用者数
2 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

利用対象者

障がい者支援施設やグルー

プホーム等を利用 し て いた

障がい者で一人暮 ら し を希

望する方等

平成 32 年度

(2020 年度）

2 人 2 人

自 立生活援助については、 平成 3 0 ( 2 0 1 8 ) 年度か ら新たに開始されるサー ビス

です。 障がい者支援施設やグループホーム等を利用 していた障がい者で一人暮ら しを希

望する方等を対象 とする こ と か ら 、 福祉施設か ら地域生活への移行者数等を勘案して、

利用者数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

支援を必要 とする方が安心 して生活でき る よ う 、 サー ビス を提供でき る事業所の確保

に努めます。
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②共同生活援助 （グループホーム）

サ ビ ス 名 サ ビス の 内 容 利用 対象者

障がい者 （ 身体障がい者 に あ

共 同生活援助 （グル
夜間や休 日 、 共 同生活を行 う 住居で入浴、 排

っ て は、 6 5 歳未満の方又は

ープホーム）
せ つ 又 は食事 の 介 護 そ の 他 の 日 常生活上 の

6 5 歳 に 達 す る 日 の 前 日 ま

相談や 自 立支援等 を 行 い ま す 。
で に 障 害 福 祉 サー ビ ス 若 し

く は こ れ に 準 ず る も の を 利

用 し た .... と が あ る 方）

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利 用者 数
7 8 人 7 4 人 9 7 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利 用 者数
1 0 1 人 1 0 5 人 1 0 9 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

共 同 生活援助 に つ い て は、 第 4 期 計画期 間 の 実績や事業所の 開設等 を 勘案 し て 、 利用

者数 を 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

今後 、 退所 ・ 退院後 の 地域生活 の拠点 と し て 、 ま た 、 親 亡 き 後 の居住 の場 と し て 、 グ

ループ ホーム で の 生活 を希望す る 人 が増加す る と 見込 ま れ る こ と か ら 、 社会福祉法人や

特定非営利活動法人等 の 動 向 を把握 し 、 共 同 生活援助 の整備が促進 さ れ る よ う 努 め ま す。

ま た 、 市 内 で の 事業所 の確保 に 向 け 、 事業者へ の 情報提供や埼玉県 の補助制度 の活用

促進 な ど を 図 り ま す。
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③施設入所支援

サ ビス名 サ ビスの内容 利用 対象者

施設入所支援
障が い者支援施設等で 、 夜間や休 日 、 入浴、

生 活 介 護 を 受 け て い る 区 分

4 以上 ( 5 0 歳以上 は区分 3
排せ つ 、 食事の介護等 を 行 い ま す 。

以上） の方等

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
1 3 7 人 1 3 5 人 1 3 4 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
1 3 4 人 1 3 4 人 1 3 4 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

施設入所支援については、 利用者が減少していますが、 今後も一定の需要が見込まれ

ることから、 平成29 (2017)年度時点の利用者数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

施設入所が必要な方に対し、共同生活援助や介護保険施設等との棲み分けをしながら、

サービス提供事業者の確保の取り組みに努めます。
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(4) 相談支援

①計画相談支援

ビス名 サ ビス の 内 容 利用 対象者サ

障害福祉サー ビ ス 等 を 申 請 し た 障が い 者 に
障 害 福 祉 サー ビ ス を 申 請 し

つ いて 、 サー ビス等利用計画の作成及び支援
た 障がい者、 地域相談支援を計画相談支援

決定後の サー ビ ス 等利用計画の見直 し を 行
申 請 し た 障がい者

い ま す 。

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
8 2 人 7 5 人 8 6 人

（人／ 月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
9 7 人 1 0 9 人 1 2 3 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

計画相談支援 に つ い て は、 障害福祉サー ビス 又 は地域相談支援 を利用 す る 全て の方 を

対象 と し て 見込み ま す。

◆見込量確保のための方策

障害福祉サー ビス を利用 す る 全て の 障が い者等が サー ビ ス 等利用 計画案 を 作成で き る

よ う 、 市 内 の相談支援事業所 と の連携 の 強化 を 図 り ま す。
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②地域移行支援

サー ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

障がい者支援施設、 児童福祉

住居の確保な ど地域における生活に移行す 施設又は療養介護を行 う 病

地域移行支援 るための活動に関する相談その他必要な支 院に入院 し て い る 障がい者

援を行います。 及び精神科病院に入院 し て

いる精神障がい者

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
1 人 1 人 0 人

（人／月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
1 人 1 人 1 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

地域移行支援については、 利用者の極端な増減がないため 、 第 4 期計画期間の実績を

考慮 して見込みます。

◆見込量確保のための方策

相談支援事業所等の関係機関 と連携 し、 対象者の地域生活への移行促進を図 り ます。
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③地域定着支援

サ ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

居宅 1- お いて単身で生活す

常時の連絡体制を確保 し 、 障がいの特性に起
る 障がい者又は家族 と 同居

している障がい者の う ち 、 家
地域定着支援 因 して生 じた緊急の事態等に相談、 緊急訪問

族が障がい、 疾病のため、 緊
その他必要な支援を行います。

急時の支援が見込めな い状

況にある方

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
3 人 5 人 7 人

（人／月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
7 人 7 人 7 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

地域定着支援については、 利用者の極端な増減がないため 、 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年

度時点の利用者数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

相談支援事業所等の関係機関 と連携 し、 対象者の地域生活への移行促進を図 り ます。
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4 地域生活支援事業の見込量と見込量確保のための方策

【必須事業】

( 1 ) 理解促進研修 ・ 啓発事業

障がい者等が日常生活や社会生活を営む上で生じる社会的障壁を除去するため、障が

い者等の理解を深めるための研修・啓発事業です。

◆実施のための方策

障がい者や障がいに対する市民の理解を深めるための研修や啓発事業として、自立支

援協議会、当事者や支援団体等とのネットワークにより、市民にわかりやすい講演会等

を実施します。

( 2 ) 自発的活動支援事業

障がい者等が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障がい者やその

家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支援します。

◆実施のための方策

障がいのある方等が自立したH常生活及び社会生活を営むことができるよう、障がい

者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動を支援します。

( 3 ) 相談支援事業

地域の障がい者等の相談に応じ、必要な情報の提供・助言を行い、指定事業者等との

連携・調整等を総合的に行います。

市内の障がい者等を対象として、2箇所の指定相談事業所に委託して相談支援を行い

ます。
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事業名 事業の内容

障がい者等の福祉に関する さ ま ざまな問題について 、 障がい者等か らの

障がい者相談支援事業
相談に応 じ 、 情報の提供や助言をは じめ 、 障害福祉サー ビスの利用支援、

虐待の防止及びその早期発見のための関係機関 と の連絡調整、 障がい者

の権利擁護のために必要な援助などを行う事業です。

総合的な相談に対応するほか、 権利擁護 （成年後見制度や虐待防止の相

基幹相談支援センター 談） 、 人材育成や地域のネ ッ ト ワーク化を図るなど、 地域における相談の

中核的な役割を担 う機関です。

相談支援機能強化事業
相談支援機能の強化のため、 相談支援機関に専門的職員 （社会福祉士、

保健師、 精神保健福祉士等） を配置する事業です。

住宅入居等支援事業
公営住宅や民間の賃貸住宅への入居を希望 しているが、 保証人がいない

な どの理由から入居困難な障がい者を支援する事業で、 入居にあた って
（居住サポー ト事業）

の支援や、 家主等への相談 ・ 助言などを行います。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

障がい者相談支援事業
5 箇所 5 箇所 5 箇所

( 4市 2 町広域）

基幹相談支援センター 検討 検討 検討

相談支援機能強化事業 5 箇所 5 箇所 5 箇所

住宅入居等支援事業
4箇所 4箇所 4箇所

（居住サポー ト事業）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

障がい者相談支援事業
2箇所 2箇所 2箇所

（久喜市）

基幹相談支援センター 整備 整備 整備

相談支援機能強化事業 2箇所 2箇所 2箇所

住宅入居等支援事業
2箇所 2箇所 2箇所

（居住サポー ト事業）
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◆実施のための方策

• 久喜市単独の自立支援協議会や基幹相談支援センターを設置し、市全体としての相談

支援体制の強化に努めます。 今後も継続的な支援が行えるよう、利用者にサービスの

周知を図り、利用を促します。

・自立支援協議会に生活支援部会、ケアマネジメント部会、地域移行・地域定着支援部

会、就労支援部会を設置し、各部会での検討内容の調整を運営会議等で協議します。

・障がい者の地域生活への移行を推進するためにも、住宅入居等支援事業を実施し、必

要とする方への周知を図ります。

• 発達支援が必要な子どもに対する支援として、関係機関が共通理解及び情報共有を行

い、切れ目のない支援を行えるよう、支援体制の強化を図ります。

(4) 成年後見制度利用支援事業

知的障がいや精神障がいのある方について、成年後見制度の市長申立てに要する経費

及び市長申立て後の成年後見人等への報酬の助成を支援することにより、障がいのある

方の権利擁護を図ります。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
1 人 2 人 3 人

（人／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
3 人 4 人 4 人

（人／年）

◆見込量算出の考え方

成年後見制度利用支援事業については、利用者が増加しており、今後も増加が見込ま

れることから、 第4期計両期間の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

相談支援事業所や、障がい者虐待防止センター等の関係機関と連携し、制度の普及・

利用の促進を図ります。
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(5) 成年後見制度法人後見支援事業

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制

を整備するとともに、法人後見の活動を支援する事業です。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実施の有無 実施 実施 実施

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実施の有無 実施 実施 実施

◆実施のための方策

久喜市社会禍祉協議会との連携を密にしながら、事業の促進に努めます。

(6) 意思疎通支援事業

聴覚、言語機能、音声機能等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある障が

い者等に、手話通訳者派遣事業、要約筆記者派遣事業、手話通訳者設置事業を行い、意

思疎通の円滑化を図ります。

①手話通訳者派遣事業

聴覚障がい等のため意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、手話通訳の方法

により、障がい者等とその他の者の意思疎通を仲介する手話通訳者を派遣します。
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◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実利用件数
5 7 1 件 4 7 7 件 4 4 0 件

（件／年）

1 1 3 



◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実利用件数
4 5 0件 4 6 0 件 4 7 0件

（件／年）

◆見込量算出の考え方

手話通訳者派遣事業については、 第4期計画期間の実績を考慮して、利用件数を見込

みます。

◆見込量確保のための方策

現状の派遣状況が確保できるよう、手話通訳者養成講座を継続して実施し、手話通訳

者の確保に努めます。

②要約筆記者派遣事業

聴覚障がい等のため、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、 要約筆記の方

法により、障がい者等とその他の者の意思疎通を仲介する要約筆記者を派遣します。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実利用件数
4件 1 件 3 件

（件／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実利用件数
4件 4件 4件

（件／年）

◆見込量算出の考え方

要約筆記者派遣事業については、 第4期計画期間の実績を考慮して、利用件数を見込

みます。
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◆見込量確保のための方策

要約筆記を必要とする方への情報提供に努め、利用の促進を図ります。

③手話通訳者設置事業

毎週火曜 日、市役所の障がい者福祉課に手話通訳者を配置し、聴覚障がい者等の支援

を行います。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実設置者数
1 人 1 人 1 人

（人／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実設置者数
1 人 1 人 1 人

（人／年）

◆見込量算出の考え方

手話通訳者設置事業については、 第4期計画期間の実績を考慮し、実設置者数を見込

みます。

◆見込量確保のための方策

手話通訳者養成講座修了者等を対象に、毎年、久喜市登録手話通訳者選考試験を実施

し、手話通訳者の確保に努めます。

また、平成29 (2017)年度から導入した遠隔手話通訳サービスを今後も引き続

き実施します。
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(7) 日常生活用具給付等事業

日常生活を営むのに支障のある障がい者等に対し、 日常生活用具を給付または貸与す
べ ん ぎ

ることにより、 日常生活の便宜を図ります。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実利用件数
2 , 8 8 8 件 3 , 1 4 2 件 3 , 2 3 6 件

（件／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実利用件数
3 , 3 3 3 件 3 , 4 3 2 件 3 , 5 3 5 件

（件／年）

◆見込量算出の考え方

日常生活用具給付事業については、利用件数が増加しており、今後も一定の需要が見

込まれることから、 第4期計画期間の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

日常生活用具についての情報収集や、利用者や関係者に対して十分な説明をすること

により、サービス内容の理解を図り、給付対象者へ適切な給付及び貸与ができるように

努めます。
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(8) 手話奉仕員養成研修事業

久喜市社会福祉協議会へ委託して、厚生労働省が定める入門課程と基礎課程のカリキ

ュ ラ ムに基づいた講座を開講し、手話奉仕員を養成します。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

入門編修了者数
1 5 人 1 0 人 2 3 人

（人／年）

基礎編修了者数
開催な し 5 人 1 0 人

（人／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

入門編修了者数
2 0 人 2 0 人 2 0 人

（人／年）

基礎編修了者数
2 0 人 2 0 人 2 0 人

（人／年）

◆見込量算出の考え方

手話奉仕員養成研修事業については、 第4期計画期間の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

手話奉仕員養成研修を継続して実施し、地域の手話奉仕員や手話通訳者としての担い

手となるよう養成に努めるとともに、その充実に努めます。
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(9) 移動支援事業

屋外での移動が困難な障がい者等に外出のための支援を行うことにより、地域におけ

る自立生活や社会生活を支援します。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実利用 人数
8 1 人 8 5 人 8 5 人

（人／年）

延べ利 用 時 間 数
3 , 9 8 8 時間 4 , 1 1 0 時間 3 , 9 9 8 時間

（時間／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実利用 人数
8 5 人 8 5 人 8 5 人

（人／年）

延べ利 用 時 間 数
4 ,  1 0 0 時間 4 ,  1 0 0 時間 4 ,  1 0 0 時間

（時間／年）

◆見込量算出の考え方

移動支援事業については、利用者数の極端な増減はありませんが、今後も
一定の需要

が見込まれることから、 第4期計両期間の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

利用ニーズに応じたサービスの確保ができるよう、必要な情報を提供していくととも

に、新たなサービス事業者の参入促進を図ります。
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(1 0) 地域活動支援センター事業

創作活動 、 生産活動 の機会 の 提供、 社会 と の 交流 の促進等 を 図 る と と も に 、 日 常生活

に必要な便宜 を供与 し ま す。 サ ー ビ ス の類型 ( I 型 . II 型 . III型） に応 じ て 、 各種の 訓

練や意識啓発事業 な ど も 行い ま す。

◆ サー ビスの類型

事業名 事 業 の 内 容

地域活 動 支 援 セ ン タ ー

精神保健福祉士等の専門職員 を 配置 し 、 医療 ・ 福祉及 び地域の社会基盤

と の連携強化 の た め の 調 整 、 地域住 民 ボ ラ ン テ ィ ア育成、 障が い に 対す
I 型

る 理解促進 を 図 る た め の普及 ・ 啓発等 を行 い ま す 。

地域活 動 支 援 セ ン タ ー 地域 に お い て 雇用 ・ 就労が困 難な在宅障がい者 に 対 し 、 機能訓練 、 社会

11 型 適応訓練、 入浴等の サー ビス を実施 し て い ま す 。

地域活 動 支 援 セ ン タ ー 地域の 障がい者 に 対 し 、 通所に よ る 創作活動又 は生産活動 の支援 を 実施

m型 し て い ま す 。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

市内 市外 市内 市外 市 内 市外

箇所数 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

I 型
実 利 用 人数

4 3 人 2 2 人 4 5 人 2 2 人 5 7 人 2 2 人
（人／ 月 ）

箇所数 1 箇所 0 箇所 1 箇所 0 箇所 1 箇所 0 箇所

11 型
実 利 用 人数

1 6 人 0 人 2 0 人 0 人 1 8 人 0 人
（人／ 月 ）

箇所数 1 箇所 3 箇所 1 箇所 3 箇所 1 箇所 2 箇所

m型
実 利 用 人数

1 5 人 4 人 1 1 人 7 人 7 人 4 人
（人／ 月 ）
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◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (20 1 9 年度） (2020 年度）

市 内 市外 市 内 市外 市 内 市外

箇 所数 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

I 型 ．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． 
．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．．． ．．． ．．．． ．．． 

実 利 用 人数
5 7 人 2 2 人 5 7 人 2 2 人 5 7 人 2 2 人

（人／ 月 ）

箇所数 1 箇所 0 箇所 1 箇所 0 箇所 1 箇所 0 箇所

11 型
実 利 用 人数

1 8 人 0 人 1 8 人 0 人 1 8 人 0 人
（人／ 月 ）

箇 所数 1 箇所 2 箇所 1 箇所 2 箇所 1 箇所 2 箇所

m型
実 利 用 人数

7 人 4 人 7 人 4 人 7 人 4 人
（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

I 型 ・ 11 型 . III 型 に つ い て は 、 利用者数の極端な増減が な い こ と か ら 、 第 4期計画期

間 中 の 実績 を 考慮 し て 見込み ま す。

◆見込量確保のための方策

利用 ニーズに応 じ て既存 の 事業所の 拡大等 に よ り サー ビ ス の確保 を 図 る と と も に 、 事

業所へ の 情報提供や各種支援 に 努 め ま す。

【任意事業】

事業名 事 業 の 内 容

訪 問 入浴サー ビ ス事業
入浴が困 難 な 身体障が い者 に 対 し 、 居 宅 に 簡 易 浴槽 を 持 ち 込む巡 回 型 の

入浴サー ビス を提供 し ま す 。

発達障が いの 知 識 を 持 つ 専 門 員が、 保育所等 を 巡 回 し 、 施設の職員 や発

保育所等巡回 支援事業 達障がい児等の保護者 に 対 し 、 発達障が いの早期発見及 び早期 支援の た

め の 助 言 ・ 指導 を 行 い ま す 。

日 中一時支援事業
日 中 に お い て 障が い者等 に 活動の場 を提供 し 、 見守 り 、 社会 に 適応す る

た め の 日 常 的 な訓練等の必要な支援を行 い ま す 。

パ ソ コ ン講習会事業
重度上肢機能障がい者、 重度視覚障が い者 を 対象 に パ ソ コ ン講習会 を 開

催 し 、 情報収集 ・ 伝達の 手段 を 広 げ ま す 。
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◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

訪問入浴サー ビ ス事業
9 人 1 0 人 1 0 人

（人／年）

保育所等巡回 支援事業
未実施 1 0 回 1 0 回

（巡回 回 数／年）

日 中一時支援事業
3 9 人 4 1 人 4 3 人

（人／年）

パ ソ コ ン講習会事業 4 人 3 人 2 人
（人／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

訪問入浴サー ビ ス事業
1 0 人 1 0 人 1 0 人

（人／年）

保育所等巡回 支援事業
1 3 回 1 6 回 2 0 回

（巡回 回 数／年）

日 中一時支援事業
4 5 人 4 7 人 4 9 人

（人／年）

パ ソ コ ン講習会事業
3 人 3 人 3 人

（人／年）

◆見込量算出の考え方

各サービスの見込量については、第4期計画期間の実績や今後の需要の伸びを勘案し、

利用者数を見込みます。

第
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◆見込量確保のための方策

利用のニーズに即したサービスが提供できるよう、事業所や関係者等と連携を図り、

継続した事業の実施及び適切な給付に努めます。
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•その他の任意事業

事業名 事業の内容

自動車改造費補助事業
身体障がい者自 らが運転できる よ う 自動車を改造する こ と によ り 、 就労

や社会参加の機会の拡大を図 り ます。

自 動車運転免許取得費 運転免許の取得によ り 、 身体障がい者の就労や社会参加の機会の拡大を

補助事業 図 り ます。

フ レン ドシッ プ学級事業
就労 している知的障がい者の相互の交流や余暇活動を支援する こ と によ

り 、 自主的な社会参加を促進 します。

更生訓練費給付事業
障害者総合支援法に規定する 自立訓練、 就労移行支援利用者に、 訓練後

の社会復帰促進のための訓練費を支給 します。

障がい者就職支度金給 訓練を終了 し 、 就職等によ り 自立する方に対 し 、 就職支度金を支給 し 、

付事業 社会復帰の促進を図 り ます。

知的障がい者職親委託 知的障がい者を職親に預け、 生活指導や技能習得訓練等を行 う こ と で、

事業 雇用の促進を図 り ます。

ボラ ンテ ィ ア育成事業
地域ボラ ンテ ィ アの養成、 ボラ ンテ ィ ア団体の活動助成、 地域福祉の振

興を図 り ます。

【市単独事業】

事業名 事業の内容

重度心身障害者医療給 重度の心身障がい者が病院等で診療を受ける場合に 、 各種医療保険制度

付事業 による医療費の一部負担金を助成する制度です。

難病患者の精神的な負担に対する慰謝及び経済的負担の軽減を図 り ま

難病患者見舞金支給事業 す。 指定難病医療受給者証、 小児慢性特定疾病医療受給者証等の交付を

受けている方に対 し 、 見舞金を支給 します。

重度身体障害者居宅改 重度身体障がい者の 日常生活における利便を図るため、 居宅の一部を障

善整備補助事業 がいに応 じて使いやす く 改造する場合に補助 します。

福祉タ ク シー利用料助 在宅の重度心身障がい者が、 県タ ク シー協会加盟会社等のタ ク シーを利

成事業 用 した場合、 タ ク シー券によ り 初乗 り 運賃を助成 します。

重度心身障がい者自 動 在宅の重度心身障がい者が、 市内指定ガソ リ ンスタ ン ドで給油する場合、

車燃料費助成事業 自動車燃料費利用券によ り 、 1 枚につき 5 0 0 円助成 します。

在宅の心身障がい児 （者） の地域生活を支援するため、 身近な場所で、

障害児 （者） 生活サポ 障がい者及びその家族の介護需要に対 してサー ビスを提供する団体に補
ー ト補助事業 助する こ と によ り 、 障がい者の福祉の向上及び介護者の負担軽減を図 り

ます。
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事業名 事業の内容

障がい者の一般就労の機会の拡大を図る と と も に 、 障がい者の就労と生

障がい者就労支援事業
活を総合的に支援する事業を実施する こ と で、 障がい者の 自立と社会参

加の促進を図 り ます。 また 、 働 く 意欲はあるが、 就労機会の少ない障が

い者の雇用推進の施策を検討 し 、 新たな就労機会の拡大に努めます。

パーキングパー ミ ッ ト
障がい者、 要介護者、 妊産婦等に対 し 、 おも いや り 駐車場利用者証を交

（ お も いや り 駐車場）
付する こ と によ り 、 車いす使用者用駐車施設の適正利用を推進 します。

交付事業

障がい者に対する虐待の防止及び早期発見、 虐待を受けた障がい者の迅

障がい者虐待防止事業 速な保護並びに養護者に対する適切な支援を行 う と と も に 、 関係機関 と

の連携 ・ 協力体制の整備を図 り ます。

難聴児補聴器購入費助
身体障害者手帳の交付対象と な ら ない軽度 ・ 中等度の難聴児の補聴器購

入費の一部を助成する こ と によ り 、 難聴児の言語の習得 ・ 教育等におけ
成事業

る健全な発達を支援 します。

在宅障がい者紙おむつ 在宅で常時おむつを必要とする障がい者に紙おむつを給付 し 、 経済的 ・

給付事業 精神的負担の軽減を図 り ます。
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5 計画の 円 滑 な 実施 を 確保す る た め に 必妻 な 事項

※ 以下の事項は「第3部 第1期久喜市障がい児福祉計画」と共通するため、一体的に

取り組みを推進します。

(1) 障がい者等に対する虐待の防止

サービス事業者は、 障害者虐待防止法の趣 旨を踏まえ、 利用者の人権の擁護、 虐待の

防止等のため、 責任者を置く等の必 要な体制を整備し、 従業者に対して、 研修を実施す

る等の措置を講じなければならないとされています。

市は、 障がい者虐待防止センターを中心 として、 福祉事務所、 児童相談所、 精神保健

福祉センター、 障がい者及び 障がい児団体、 学校、 警察、 法務局、 司法関係者、 民生委

員・児童委員、 人権擁護委員等から成るネットワーク を活用し、 障がい者等に対する虐

待の未然防止、 虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応、 再発の防止等に取り組むと

ともに、 それらの体制や取り組みについては、 定期的に検証を行い、 必 要に応じて要綱

の見直し等を行います。 さらに、 地域の実情に応じて高齢者や児童の虐待防止に対する

取り組みを行う機関とも連携しながら、 効果的な体制を構築します。

(2) 障がい者等の芸術文化活動支援による社会参加等の促進

市は、国や県と連携を図りながら、障がい者の芸術文化活動の振興を図ることにより、

障がい者などの社会参加や障がい者などに対する理解を促進していきます。 そのために、

相談支援や人材育成、 発表の機会、 住民の参加機会の確保等の芸術文化活動の支援を行

います。

(3) 障がいを理由 とする差別の解消の推進

共生社会を実現するためには、 日常生活や社会生活における障がい者等の活動を制限

し、 社会への参加を制約している社会的障壁を取り除くことが重 要です。 障害者差別解

消法では、 障がい者等に対する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供を差別と規

定するとともに、 対象となる障がい者等は、 いわゆ る障害者手帳の所持者に限られるも

のではないこととされています。

市は、 障がいを理由とする差別の解消や障がいに対する理解を深 めるための啓発活動

などを行います。 また、 サービス事業者など福祉分野の事業者については、 障がいを理

由とする差別を解消するための取り組みを行うにあたり、 厚生労働省が作成した「福祉

分野における事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する対

応指針 」 を踏まえ、 必 要かつ合理的な配慮などについて、 具体的場面や状況に応じて柔

軟に対応します。
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(4)サー ビス事業所における利用者の安全確保に向けた取 り組みや事業所に

おける研修等の充実

サービス事業所においては、 共生社会の考え方に基づき、 地域に開かれた施設となる

べきというこれまでの方向性を堅持し、 H頃の地域住民や関係機関との緊密 な関係性の

構築等を通じ、利用者の安全確保に向けた取り組みを泄 めることが重 要であることから、

市はその支援を行います。

また、 それらの取り組みの際には、 日常的な地域との繋がりが災害時における障がい

者等の安全確保に繋がるとともに、 サービス事業所が災害時には福祉避難所として地域

の安全提供の拠 点となることも踏まえた上で、 防災対策を事業所とともに考えます。

さらに、 障害福祉サービス等を利用する障がい者等が安心 して生活できるよう、 権利

擁護の視 点を含 めた職員への研修を充実することや、 職員が過重な労働負担等により精

神的に孤立することなく、 いきいきと障がい者等への支援に従事できるよう、 職員の処

遇改善等により職場環境の改善を進 めます。
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平成2 9 (2 0 1 7 ) 年12 月 に 開催 さ れた

第8 回 埼玉 県障害者 アー ト 企画展

「 う ふ っ 〇埼 玉 で こ ん な の みつ け ち ゃ っ た P」 出展作品

あ ら い 卜かみち

久喜市 い ち ょ う の 木 新井 貴道 さ ん
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	第２次久喜市障がい者計画・第５期久喜市障がい福祉計画・第１期久喜市障がい児福祉計画_Part98
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	第２次久喜市障がい者計画・第５期久喜市障がい福祉計画・第１期久喜市障がい児福祉計画_Part103
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	第２次久喜市障がい者計画・第５期久喜市障がい福祉計画・第１期久喜市障がい児福祉計画_Part109
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